
茅ヶ崎市議会基本条例

～市民に開かれ、分かりやすく、

信頼される議会を目指して～

茅ヶ崎市議会
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議会基本条例制定の背景

平成１２年４月に施行されたいわゆる地方分権一括法により、国と地方公共
団体の役割が明確化され、地方の自立性が一層求められるようになりました。
また、この法改正により、原則として市の全ての事務に議会の権限が及ぶよう
になるなど議会のあり方も大きく変わり、議会の役割と責任はますます重大に
なってきています。

また、平成２２年４月に施行された茅ヶ崎市自治基本条例による新たなまち
づくりが展開されている中、議会も、市民に開かれ、分かりやすく、信頼され
る議会を構築していくことが求められています。

総則（第１章）

目 的

二元代表制の下での議会の役割を明らかにするとともに、議会・議員の
活動原則などの議会の基本的事項を定めています。

主権を有する市民の負託に的確に応え、市民福祉の向上と公正で民主的
な市政の推進に寄与することを目的としています。

【二元代表制】

主 権 を 有 す る 市 民

選挙 選挙
対等の関係

議 会 市 長

（議事機関） （執行機関）均衡・調和

条例の位置付け

議会の基本を定める条例

※議会に関する条例等は他にもありますが、この条例の趣旨を尊重する
ことを定めています。

議会の役割

市の意思決定 事務執行の監視・評価

政策立案・政策提言 国等への意見表明
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議会及び議員の活動原則（第２章）

議会の活動原則

議会活動の公正性 市民の多様な意見→充実

・透明性の確保 した討議の下に議会運営

分かりやすい議会運営
積極的な情報提供

市民参加の機会の拡大

議員の活動原則

議員相互の言論の尊重 市民の多様な意見の把握→

・自由討議の推進 積極的な政策立案・政策提言

不断の研鑽
議会での自らの活動を さん

積極的に情報提供

会 派

政策を中心とした同一の理念

を共有 複数の議員で構成する

政策立案・政策提言等 円滑な議会運営
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市民と議会との関係（第３章）

市民参加

・議会報告会

・市民との意見交換会

市民の意見、識見の反映

（公聴会、参考人制度の活用）

請願者・陳情者の趣旨説明の機会

会議の公開

委員会の会議 地方自治法第１００条に基づく「協議等の場」の会議

（全員協議会・広報広聴委員会）

※本会議の公開は地方自治法で定められています。

説明責任等

議会活動を市民に説明する責務

市民への積極的な情報提供
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議会と市長等との関係（第４章）

緊張ある関係

市
事務執行の監視・評価議

政策立案・政策提言

長

重要な政策等についての形成過程等の説明要求

分かりやすく、充実した質問等会
等（一問一答方式の選択など）

※「市長等」とは、市の執行機関のことで、市長のほか、教育委員会、選挙管

理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会が

あります。

※この図は、この条例の第４章で特に規定した議会と市長等との関係について

表したものであり、議会と市長等との関係の全てを表しているものではあり

ません（それぞれ法令等によるさまざまな権限等を担っています 。。）
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自由討議（第５章）

自由討議

委員会での審査 委員相互の自由な討議

必要に応じて

政策討議

常任委員会ごとに、テーマを決め、継続的に調査研究（委員同士の討議）

（最終的に）

政策提言や条例提案

委員会の活動（第６章）

【議案等の審査】 【調査研究】

分かりやすい審査 所管事務について

資料等の公表 積極的に調査研究

政務活動費（第７章）

政務活動費の有効活用

政務活動費の使途等の透明性の確保

※政務活動費は、地方自治法、茅ヶ崎市議会政務活動費交付条例に基づき、

調査研究などのための経費の一部として、会派に交付されています。
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議会及び議会事務局の体制整備（第８章）

議 員 研 修 の 充 実 強 化

議会事務局の機能充実

議 会 図 書 室 の 充 実

議会の機能強化

議会の必要な予算の確保

広 報 広 聴 の 充 実

専 門 的 識 見 の 活 用

議員の政治倫理、定数及び議員報酬（第９章）

政治倫理

主権を有する市民の負託 政治倫理の向上
に応えるため に努める

議員定数・議員報酬の改定

議員定数・議員報酬を改定するには

市民、学識経験者等 明確な理由を
の意見聴取 付して提案

※議員定数と議員報酬は条例で定められており、改定するには条例を改正する
必要があります。

条例の検証及び見直し（第１０章）

検証

条例の目的が達成されているかどうか 適切な措置
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茅ヶ崎市議会基本条例

第１章 総則目次

（目的）前文

第１条 この条例は、議会を構成する議員と市長がと第１章 総則（第１条～第３条）

もに選挙により選出された主権を有する市民の代表第２章 議会及び議員の活動原則（第４条～第６

であるという二元代表制の下での議会の役割を明ら条）

かにするとともに、議会及び議員の活動原則等の議第３章 市民と議会との関係（第７条～第９条）

会に関する基本的事項を定めることにより、議会が第４章 議会と市長等との関係（第１０条～第１２

主権を有する市民の負託に的確に応え、もって市民条）

福祉の向上と公正で民主的な市政の推進に寄与する第５章 自由討議（第１３条・第１４条）

ことを目的とする。第６章 委員会の活動（第１５条）

（条例の位置付け）第７章 政務活動費（第１６条）

第２条 この条例は、議会の基本となる事項を定める第８章 議会及び議会事務局の体制整備（第１７

ものであり、議会に関する条例、規則その他の規程条～第２２条）

を解釈し、又は制定し、若しくは改廃するに当たっ第９章 議員の政治倫理、定数及び議員報酬（第

ては、この条例の趣旨を尊重し、この条例に定める２３条～第２５条）

事項との整合を図らなければならない。第１０章 条例の検証及び見直し（第２６条）

（議会の役割）附則

第３条 議会は、議事機関として、次に掲げる役割を

担うものとする。茅ヶ崎市議会は、委員会の会議の原則公開、本会議

(1) 議決により市の意思決定を行うこと。の映像の配信等の手段による情報提供の実施など、さ

（ 「 」 。）まざまな機会を捉えて議会改革に取り組んできた。 (2) 市長その他の執行機関 以下 市長等 という

、 。平成２２年４月に施行された茅ヶ崎市自治基本条例 の事務の執行について 監視及び評価を行うこと

(3) 市政に関する調査研究を通じて、政策立案及び（平成２１年茅ヶ崎市条例第３５号）による新たなま

政策提言を行うこと。ちづくりが展開されている今日においては、市民に開

(4) 意見書の提出、決議等により、国等への意見表かれ、かつ、分かりやすく、さらには信頼される議会

明を行うこと。を構築していくことが求められている。

また、平成１２年４月に施行されたいわゆる地方分

第２章 議会及び議員の活動原則権一括法により、中央集権型の行政システムから地方

（議会の活動原則）分権型の行政システムへと転換が図られる中において

第４条 議会は、議会活動の公正性及び透明性を確保も、原則として市の全ての事務に議会の権限が及ぶよ

するものとする。うになるなど、議会のあり方も大きく変わってきた。

２ 議会は、市民の多様な意見を踏まえ、充実した討地方分権の進展により、自己決定・自己責任に基づく

議の下に議会運営を行うよう努めるものとする。まちづくりが進められていく中、主権を有する市民を

３ 議会は、市民に開かれた議会を目指し、議会活動代表し、執行機関に対する監視及び評価の機能を持つ

について積極的に情報提供を行うとともに、市民参議会の役割と責任は、ますます重大になっている。

加の機会の拡大を図るものとする。このような時代背景の中、茅ヶ崎市議会は、これら

４ 議会は、市民にとって分かりやすい議会運営を行の機能の充実を図るとともに、市政の課題を的確に把

うよう努めるものとする。握し、多様な民意を反映しながら、創意と工夫により

（議員の活動原則）政策立案及び政策提言を積極的に行うことができる政

第５条 議員は、言論が議会活動の基本であること及策形成機能の向上を図っていかなければならない。

び議会が合議制の機関であることを認識し、議員相よって、茅ヶ崎市議会は、この条例を地方分権時代

互の言論を尊重するとともに、自由討議を推進するに即した議会の指針として、これまで取り組んできた

ものとする。議会改革をさらに推進するとともに、議会を構成する

２ 議員は、市政の課題について、市民の多様な意見議員自らが議員としての自覚と見識を持ち、主権を有

の的確な把握に努めるとともに、特定の地域又は個する市民の負託に的確に応えていくことを示す決意を

人若しくは団体の意向に捉われず、市民全体の福祉持って、ここに茅ヶ崎市議会基本条例を制定する。
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の向上を目指して、積極的に政策立案及び政策提言 る関係を保ちながら、市長等の事務の執行の監視及

を行うものとする。 び評価を行うとともに、政策立案及び政策提言を行

３ 議員は、自らの議会活動について、積極的に情報 うものとする。

提供を行うものとする。 （市長等による政策等の形成過程の説明）

４ 議員は、主権を有する市民の代表であることを自 第１１条 議会は、市長等が提案する重要な政策等に

覚し、自らの資質の向上を図るため不断の研鑽に努 ついて、審議を通じてその政策等の水準を高めるた
さん

めるものとする。 め、市長等に対し、次に掲げる事項について明らか

（会派） にするよう求めることができる。

第６条 議員は、議会活動を行うため、複数の議員で (1) その政策等を必要とする背景

構成する会派を結成することができる。 (2) 他の政策等の案又は他の地方公共団体の類似す

２ 会派は、政策を中心とした同一の理念を共有する る政策等との比較検討の内容

議員で構成し、活動するものとする。 (3) 総合計画（政策の基本的な方向を総合的かつ体

３ 会派は、議会の円滑な運営に努めるとともに、政 系的に定める計画をいう。以下この号において同

策立案、政策提言等に関し、必要に応じて他の会派 じ ）における位置付け又は総合計画との整合性。

との合意形成に努めるものとする。 (4) 市民参加の状況

(5) その政策等に要する経費（将来負担すべき経費

を含む ）及び財源第３章 市民と議会との関係 。

（市民参加） （一問一答方式等）

第７条 議会は、議会活動について市民に説明等を行 第１２条 本会議（全議員で構成する議会の会議をい

。 。） 、うための議会報告会を開催するとともに、市民の意 う 次項において同じ における質疑又は質問は

見を議会活動に反映することができるよう市民との その論点又は争点を明確にするため、一問一答の方

意見交換の機会を設けるものとする。 式により行うことができる。

２ 前項に規定する議会報告会の開催及び市民との意 ２ 説明のため本会議に出席した者は、議員の質疑又

見交換の機会を設けることに関し必要な事項は、別 は質問に対し、議長の許可を得て、質疑又は質問の

に定める。 趣旨を確認するための発言をすることができる。

、 。３ 議会は、公聴会及び参考人の制度を活用すること ３ 前２項の規定は 委員会の会議について準用する

により、市民の意見又は専門的若しくは政策的な識 この場合において、前項中「議員」とあるのは「委

見を議会の討議に反映させるよう努めるものとす 員」と 「議長」とあるのは「委員長」と読み替え、

る。 るものとする。

４ 議会は、委員会（常任委員会、議会運営委員会及

第５章 自由討議び特別委員会をいう。以下同じ ）において請願又。

は陳情の審査を行うに当たり、請願者又は陳情者か （自由討議）

ら趣旨説明の申出があったときは、その機会を設け 第１３条 委員会は、議案等の審査を行うに当たり、

るものとする。 必要に応じて委員相互間の自由討議を行う機会を設

（会議の公開） け、議論を尽くすものとする。

第８条 議会は、委員会（常任委員会、議会運営委員 ２ 委員会の委員長は、委員会において議案等の審査

会及び特別委員会をいう。以下同じ ）及び地方自 を行うに当たり、委員相互間の自由討議が積極的に。

治法（昭和２２年法律第６７号）第１００条第１２ 行われるよう議事を整理するものとする。

項の規定による議案の審査又は議会の運営に関し協 （政策討議）

議又は調整を行うための場の会議を別に条例その他 第１４条 議会は、市政に関する重要な政策又は課題

、 、の規程で定めるところにより公開するものとする。 について 議会としての共通認識の醸成を図るため

（説明責任等） 討議の機会を設けるものとする。

第９条 議会は、議会活動について、市民に説明する

第６章 委員会の活動責務を有する。

２ 議会は、議会活動についての情報を市民に積極的 第１５条 委員会は、議案等の審査を行うに当たり、

に提供するものとする。 市民に分かりやすい審査を行うよう努めるものとす

る。この場合において、審査に使用した資料等を公

表するものとする。第４章 議会と市長等との関係

（議会と市長等との関係） ２ 委員会は、その所管に属する事務について、積極

第１０条 議会は、二元代表制の下、市長等と緊張あ 的に調査研究を行うものとする。
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の負託に応えるため、政治倫理の向上に努めなけれ

ばならない。第７章 政務活動費

第１６条 会派及び議員は、政策立案、政策提言等に （議員定数の改定）

資するため、別に条例で定めるところにより交付さ 第２４条 委員会又は議員は、議員定数を改定するた

れる政務調査費政務活動費を有効に活用し、積極的 めの議案を提出しようとするときは、明確な理由を

に市政に関する調査研究その他の活動を行うものと 付して提出するものとする。

する。 ２ 前項の規定による議案の提出又は当該議案の審査

２ 議長は、別に条例で定めるところにより、政務調 に当たっては、公聴会又は参考人の制度の活用等に

、 、 。査費に係る収入及び支出の報告書及び領収証の原本 より 市民 学識経験者等の意見を聴くものとする

その他支出を明らかにする書類を一般の閲覧に供し （議員報酬の改定）

なければならない。 第２５条 委員会又は議員は、議員報酬の額を改定す

３ 会派及び議員は、市民から政務調査費政務活動費 るための議案を提出しようとするときは、別に条例

の使途等について説明を求められたときは、政務調 で定める手続を経た後、明確な理由を付して提出す

査費政務活動費をその経費として使用した調査研究 るものとする。

活動調査研究その他の活動の状況及び当該活動に要 ２ 前条第２項の規定は、議員報酬の額の改定につい

した経費の支出の状況について説明しなければなら て準用する。

ない。

第１０章 条例の検証及び見直し

第２６条 議会は、この条例の目的が達成されている第８章 議会及び議会事務局の体制整備

（議員研修） かどうかについて常に検証を行い、必要があると認

第１７条 議会は、議員の政策立案能力等の向上のた められるときは、速やかに適切な措置を講ずるもの

め、議員研修の充実強化を図るものとする。 とする。

（議会事務局）

、 、第１８条 議会は 議会の政策立案機能の向上のため

議員の政策立案活動を補助する議会事務局の調査及

び法務に関する機能の充実を図るものとする。

（議会図書室）

第１９条 議会は、議員の調査研究に資するため、議

会図書室の図書、資料等の充実を図るものとする。

（予算の確保）

第２０条 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事

機関としての機能を充実するため、必要な予算の確

保に努めるものとする。

（広報広聴の充実）

第２１条 議会は、第９条第１項の責務を果たすとと

もに、市政及び議会活動についての市民の関心を高

めるため、多様な手段を活用し、広報の充実を図る

ものとする。

、 、２ 議会は 市政及び議会活動についての市民の要望

意見等を把握するため、多様な手段を活用し、広聴

の充実を図るものとする。

（専門的識見の活用）

第２２条 議会は、学識経験者等による専門的事項に

係る調査を活用し、議会の討議に反映させるものと

する。

第９章 議員の政治倫理、定数及び議員報酬

（議員の政治倫理）

第２３条 議員は、主権を有する市民の代表者として

市政に携わる責務を深く自覚し、主権を有する市民
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